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研究成果の概要（和文）：企業間の共同開発について、日米間の比較を通じてそれぞれの特徴を

分析するとともに、その結果を利用して、日本における企業間の共同開発の促進策について検

討した。日本で行われている新しい共同開発の方法は、米国などで盛んに実践されている共同

開発にはない特性を持つことが明らかとなった。これは、日本と米国の双方の共同開発の在り

方を考えるうえで有益であろう。 
 
研究成果の概要（英文）：This research compares the joint development in Japan and the USA 
and analyzes their features. Based on this analysis, this research discussed the promotion 
of joint development in Japan. It is proved that some new Japanese joint development 
methods have the characteristics which the American joint development methods don’t have. 
This result is helpful for understanding the joint development methods in both Japan and 
the USA. 
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１．研究開始当初の背景 
(1) 日本において企業間の共同開発を活発
にしようとする動きが、日本政府や地方自治
体、商工会議所、NPO などによって進められ
ている。しかしながら、その取り組みにより、
期待されたほどの成果があがったとは言え
ない。 
 
(2) 上記の組織が実施するマッチング会な
どの取り組みはなぜ効果が上がらないのか。

それが解明されていない。 
 
２．研究の目的 
(1) 日本において企業間の共同開発を促進
する取り組みを促進させるためにはどのよ
うなことが必要かを解明する。 
(2) 日本と米国における企業間の共同開発
を促進する取り組みに対する比較研究を行
う。 
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３．研究の方法 
(1) 日本において企業間の共同開発を促進
する取り組みを聞き取り調査する。その成果
をもとに、実態を分析する。 
(2) 複数の取り組みの実態を見ながら、そ
の成功の要因を探る。 
(3) 米国における企業間の共同開発を促進
する取り組みを聞き取り調査する。これによ
り、米国でなぜそういった取り組みが盛んに
行われているのか、どの理由を探る。 
(4) 日本と米国における企業間の共同開発
を促進する取り組みに対する比較研究を行
い、日本型及び米国型の企業間の共同開発の
促進策における特徴を描き出す。 
 
４．研究成果 
(1)  本研究は、日本における共同開発の取
り組みの中でも、特に、仲介者を用いた共同
開発の促進の取り組みに注目した。 
 日本で行われている、企業間の共同開発を
促進する新しい取り組みを見出し、それがな
ぜ成功しているのか、また、それがどのよう
な特性を持つのかについて、その分析を進め
た。 
 従来の日本的な企業間取引は、長期継続的
取引に基づく、閉鎖的な関係で特徴づけられ
る。企業同士は以前から付き合いがあるので、
相手のことをよく理解しており、そして強い
信頼関係で結ばれている。その代表的事例が、
自動車産業におけるサプライヤーとアセン
ブラーの関係である。こうした長期継続的取
引関係にある企業間の共同開発は現在でも
新製品開発において効率的に機能している。
特に、インテグラル型アーキテクチャの製品
の開発において大きな成果を挙げている。 
 一方、本研究で論じた取り組みは、多くの
企業とのオープンな関係に基づいている。そ
して、企業がパートナーの候補となりうる企
業を見つけると、その企業が信頼できるかど
うかを、互いの交渉や仲介者のアドバイスな
どに基づき判断する。そして、主にインテグ
ラル型製品の共同開発を行う。こうしたオー
プンな共同開発の試みは、従来の日本的な共
同開発と対照的である。 
 
(2) こうした仲介者を用いた取り組みに関
して、日本と米国における比較研究を通じて、
それぞれの特性を解明した。 
 本研究で論じた取り組みは米国などで盛
んに実践されているオープンイノベーショ
ンと強い関連性を持つことが分かる。オープ
ンイノベーションは、「企業内部及び外部（他
社）のアイディアを用い、企業内部及び外部
においてその技術を発展させ」商品化を行う
ものである。一方、仲介者を用いた取り組み
は、自らの持つ技術シーズや技術ニーズを何
らかの形で公開することにより、自分の求め

る技術ニーズや技術シーズを持ったパート
ナーを見つける。よってこの二つのパラダイ
ムは、他社の優れた技術やアイディアを積極
的に取り入れて製品開発を行うという共通
点を持つ。 
 ただし、その実践過程で、この二つのパラ
ダイムにはいくつもの相違点が存在する。第
一に、オープンイノベーションにおいては、
「優れたビジネスモデルを構築することは、
製品を最初にマーケットに出すよりも重要
である」。すなわち、製品を開発する以前に、
マーケットのなかでどのセグメントをター
ゲットにするかを見極めることが重要であ
る。一方本研究で論じた取り組みにおいては、
新しいビジネスモデルの構築よりも、むしろ、
既存の技術ニーズをどう満たすかという方
向性が強い。第二に、オープンイノベーショ
ンは、製品の開発だけでなく研究段階も通じ
て実行されるのに対し、本研究で論じた取り
組みは、開発段階での取り組みである。第三
に、オープンイノベーションは、新しい経営
方針を説明するパラダイムであり、企業の組
織構造さえも規定している。一方本研究で論
じた取り組みは、それを実践する企業の多く
にとって、製品開発の次元に留まっている。 
 したがって本研究で論じた取り組みは、オ
ープンイノベーションに比べて未成熟なモ
デルである。しかし同時に、欧米に比べて企
業が共同開発に積極的でなく、また、共同開
発の仲介企業が少ないという日本の製造業
の特性に即してオープンイノベーションを
実践したものとみなすことができる。よって、
これらは日本型のオープンイノベーション
の取り組みであると考えられる。 
 
(3) 日本で行われている新しい共同開発の
方法は、米国などで盛んに実践されている共
同開発にはない特性を持つことが明らかと
なった。 
 仲介者を用いて共同開発や新規取引を促
進する方法は、以下の特徴を持つ。第一に、
仲介者は自らが持つコネクションを大きく
活用して、マッチング相手を探し出す。複数
の仲介者がそのコネクションを組織的に活
用する場合もある。さらに、これらの取り組
みにおいて、企業の費用負担を伴わないので、
多くの企業がこの活動に参加しやすい。それ
らの結果、技術シーズおよび技術ニーズなど
のデータの蓄積が進む。そのことが、マッチ
ングの効率化をもたらしている。第二に、仲
介者による企業へのアドバイスが、マッチン
グ相手を見つけやすくし、よってマッチング
を促進している。第三に、仲介者は、マッチ
ングだけでなく、情報の伝播や商品化、マー
ケティング、さらには経営方針等へのアドバ
イスも行っている。つまり、製品開発のみな
らず様々な側面で、仲介者が企業の経営に貢



 

 

献しているのである。 
 さらに、旧来の日本的取引慣行がしばしば
閉鎖的な関係で特徴づけられるのに対し、仲
介者を用いた取り組みでは、オープンな企業
間関係を利用してパートナー企業を探す。そ
して、その費用を企業が負担しなくていい。
このようなオープンな企業間関係と、企業に
費用負担のないことが、仲介者による方法の
最大の利点であり、これゆえに企業間のマッ
チングを多数実現させている。特に中小企業
のパートナーを見つけるのに有効な方法と
なっているのである。したがって、本研究で
論じた仲介者を用いるマッチング活動を、日
本型のオープンイノベーションの取り組み
とみなすことが出来る。 
 本研究で論じた方法は、実施する側にも大
きな費用がかからないため、他地域や他国で
も実施可能である。費用に関して、仲介者と
なる取り組みの運営コストはさほど大きく
ない。しかし、いずれも大きな成果を挙げて
いる。このように、仲介者を用いた取り組み
は低コストで実施可能であり、有能な人材を
仲介者として見つけることができれば、どの
国、あるいはどの非営利組織でも実施可能で
あろう。 
 シリコンバレーでは、新技術・新製品が
次々と開発されている。それが可能となる理
由は、個々の企業が高い技術を持っているだ
けでなく、人的ネットワークに基づいて様々
な情報が人々の間でやり取りされることに
より、地域全体として高い技術開発能力を保
持しているからである。日本においても、企
業間や個人間の交流を深めながら信頼関係
を築いていく地道で長期的な活動が続けら
れることにより、地域自体が巨大なネットワ
ークとなり、そのなかで活発な競争と連携が
行われるとき、その地域はクラスターに近づ
くであろう。これが、本研究で論じた取り組
みの最終的な目標である。 
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